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当ファンドの魅力

▪ イノベーションの成長サイクル「S字カーブ」の旬（急成長期）を捉える

▪ �緻密なファンダメンタル分析に基づき、加速度的な利益成長が期待
される「高成長企業」に投資

高成長

▪ 変化の速い投資環境に合わせた、迅速なポートフォリオ運営

▪ �規律あるバリュエーション判断に基づいた機動的な売買により、着実
な投資成果の積み上げを目指す

機動性

▪ �相対的に卓越したパフォーマンスを実現運用実績
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※画像はイメージです。
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時間

市
場
規
模

更新需要中心の
普及後期

スマートフォン

成熟期
普及不確実な初期
新興期 成長期

急成長期
   急速な普及で

社会を変革

“旬”のイノベーション

量子
コンピュータ

自動
運転

「高成長企業」「高成長企業」

〇はイノベーションを示す

加速度的な利益成長が期待される加速度的な利益成長が期待される

AIAI

エネルギー
転換

エネルギー
転換

“グローバル・イノベーター”“グローバル・イノベーター”

上記はイメージ図です。予想は今後変更される可能性があります。
2026年3月末時点。
出所：アライアンス・バーンスタイン（以下、「AB」。アライアンス・バーンスタイン・エル・ピーとその傘下の関連会社を含みます。アライアンス・バーンスタイン株式会社は、ABの日本拠点です。）

“グローバル・イノベーター”への選別投資
高成長

1

当ファンドの投資哲学

レイ・チウ（Lei Qiu）
セマティック・イノベーション株式運用
最高投資責任者

■‌�当ファンドでは、「S字カーブ」の“旬”（急成長期）にあり、加速度的な利益成長が期待される「高成長企業」に分散投資を行います。
■‌�こうした「社会に劇的な変化をもたらすイノベーションのリーダー企業」を当ファンドでは“グローバル・イノベーター”と称します。

イノベーションの成長サイクル「S字カーブ」イメージ

運用責任者

▪�27年の豊富な業界経験
▪�ヘッジファンドでの運
用経験に基づいた機動
的売買および銘柄選択
に強み

変化が加速する時代に、
社会に劇的な変化をもたらす
イノベーションのリーダー企業

に投資することで
優れた投資リターンを目指す

在籍：ニューヨーク
（アライアンス・バーンスタイン・エル・ピー）
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■‌�AIやさまざまな業界におけるイノベーションが投資機会をもたらしています。

投資テーマ：「S字カーブ」急成長期にある”旬”のイノベーション
高成長

1

クラウド・インフラとAI

産業
イノベーション

エネルギー転換

医療
イノベーション

ファクトリー・オートメーション
ロボティクス
など

原子力・ガスタービン
熱管理・冷却システム
送電・配電システム
など

クラウド・プロバイダー
半導体・半導体製造装置
ネットワーク・ストレージ
AIソフトウェア
など

宇宙・防衛
イノベーション

デジタル取引と
メディア

先端医療機器
革新的医薬品
バイオテクノロジー
など

オンライン決済
Eコマース
SNS
など

防衛関連機器・システム
ロケット開発・宇宙インフラ
衛星通信サービス
など

2026年3月末時点

過去の実績や分析は将来の成果等を示唆・保証するものではありません。
投資テーマは今後変更される可能性があります。
出所：AB
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過去の実績や分析は将来の成果等を示唆・保証するものではありません。予想は今後変更される可能性があります。記載の個別の銘柄・企業については、あくまで説明のための例示であり、いかなる個別銘柄の売買等も推奨するものではあり
ません。また組入れを示唆・保証するものではありません。
※画像はイメージです。
* 期間：2024年－2032年。2024年3月時点の予想。** 期間：2020年度－2028年度。会計年度ベース。2026年度以降は予想値。
出所：企業ホームページ、ブルームバーグ、ファクトセット、スタティスタ、AB

クラウド・インフラとAIの組入銘柄事例
高成長
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生成AIの市場規模予想（億米ドル）*

クラウド・
インフラとAI

1

＜企業概要＞
▪ �通信用途の半導体で世界最大手
▪ �無線および通信インフラ向けの半導体
製品、ソフトウェアなどを製造販売する
ファブレス（製造工程を外部委託する）
企業

＜企業概要＞
▪ �光回線および通信ソフトウェアのリー
ディングカンパニー

▪ �同社のAIによる通信ネットワークの管
理プラットフォーム「Blue Planet」は、
ネットワーク全体の運用最適化ソ
リューションを提供

価値の高い成果物を作成できる生成AIは
多くの産業でゲーム・チェンジャーになる
可能性を秘めており、その市場規模は今後も
拡大し続けることが見込まれています。

売上高と利益の推移** 売上高と利益の推移**

0 0

1株当たり利益（右軸）売上高（左軸）
予想 25

20

15

5

10

米
ド
ル

年度202220212020 2023 2024 2025 2026 2027 2028

2,500

2,000

1,500

1,000

500

億
米
ド
ル

0 0

1株当たり利益（右軸）売上高（左軸）

予想
20

15

5

10
米
ド
ル

年度202220212020 2023 2024 2025 2026 2027 2028

100

75

50

25

億
米
ド
ル

ブロードコム（米国／情報技術） シエナ（米国／情報技術）

＜投資理由＞
▪ �AIインフラ需要が拡大するなか、同社の強みであるASIC（特
定用途向け集積回路）やネットワーク半導体への需要増加
が見込まれる

▪ �AI関連の良好な受注増加を背景とした成長加速に加え、高
い収益性とクオリティの高い経営陣を評価

＜投資理由＞
▪ �AIデータセンターの建設が増加するなか、データセンター
間をつなぐ光回線への需要は拡大が続くと予想

▪ �長距離を高速かつ省電力で接続できる光回線に強みを持ち、
その運用最適化プラットフォームを有することから中長期
で高い成長が見込まれる
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エネルギー転換の組入銘柄事例
高成長

1

過去の実績や分析は将来の成果等を示唆・保証するものではありません。予想は今後変更される可能性があります。記載の個別の銘柄・企業については、あくまで説明のための例示であり、いかなる個別銘柄の売買等も推奨するものではあり
ません。また組入れを示唆・保証するものではありません。
※画像はイメージです。
* 2025年4月時点の予想。** 期間：2020年度－2028年度。ただしGEベルノバは2024年度以降。会計年度ベース。2026年度以降は予想値。
出所：企業ホームページ、Ember、IEA、ファクトセット、スタティスタ、AB
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年

416

946
1,016

（ご参考）
日本の電力需要
（2024年）

世界のデータセンター向け電力需要予想（テラワット時）*

エネルギー転換
＜企業概要＞
▪ �2024年に米ゼネラル・エレクトリック
（GE）から分社化したエネルギー関連企業
▪ �ガスタービン、風力、火力、原子力などの
発電設備やサービスを提供する総合エ
ネルギーソリューション事業を展開

＜企業概要＞
▪ �世界有数のウラン鉱山・生産会社
▪ �ウラン探鉱から燃料製造まで一貫して
担い、核燃料サイクル全体をカバーする
事業を展開

AI普及などによる電力需要増加を背景に、
電力インフラの整備に加え、次世代エネル
ギーへの転換を含む生産設備の拡充への
ニーズが高まっています。

売上高と利益の推移** 売上高と利益の推移**
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GEベルノバ（米国／資本財・サービス） カメコ（カナダ／エネルギー）

＜投資理由＞
▪ �AIデータセンター拡大に伴う電力需要の急増を背景に、発
電・送電・電力インフラ投資が構造的に拡大

▪ �発電から送電までをワンストップで提供できる強みと高水
準の受注残を背景に、中長期での安定成長が見込まれる

＜投資理由＞
▪ �世界的な電力需要増加を背景に、安定電源としての原子力
発電の重要性が再評価されている

▪ �原子力燃料であるウランの需要増加は、世界有数のウラン
生産者である同社にとって強い追い風。地政学的観点から
の供給安定性も評価
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宇宙・防衛イノベーションの組入銘柄事例
高成長

1

過去の実績や分析は将来の成果等を示唆・保証するものではありません。予想は今後変更される可能性があります。記載の個別の銘柄・企業については、あくまで説明のための例示であり、いかなる個別銘柄の売買等も推奨するものではあり
ません。また組入れを示唆・保証するものではありません。
※画像はイメージです。* 予想は2024年4月時点。** Command（指揮）、Control（統制）、Communications（通信）、Computers（コンピュータ）、Intelligence（情報）、Surveillance（監視）、Reconnaissance（偵察）の要素で構成されるあらゆる情報を
統合的に活用して行う軍事活動。*** 期間：2020年度－2028年度。会計年度ベース。2026年度以降は予想値。
出所：企業ホームページ、McKinsey & Company、ファクトセット、スタティスタ、AB

2035（予想）2030（予想）2023 年

6,300

11,600

17,900年平均成長率予想

+9%

拡大する世界の宇宙経済市場（億米ドル）*

宇宙・防衛
イノベーション ＜企業概要＞

▪ �米国の防衛・航空宇宙分野における大手
テクノロジー企業

▪ �C4ISR**、軍用・政府向け通信機器、電子
戦、航空機・宇宙向け電子・センサー技術
など高度な情報・通信ソリューションを
提供

＜企業概要＞
▪ �ドイツの防衛電子機器メーカーで、セン
サー技術やレーダーなどに強みを持つ

▪ �製造から導入後のメンテナンスやアッ
プデート、運用支援まで製品ライフサイ
クル全体にわたるサービス提供が可能
で、NATO諸国や国際市場に向けた製品
やサービスを展開

地政学リスクの高まりで安全保障ニーズが
多様化するなか、次世代防衛システムを支
える衛星など宇宙インフラの高度化が不可
欠であり、市場拡大が見込まれます。
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L3ハリス・テクノロジーズ（米国／資本財・サービス） ヘンソルト（ドイツ／資本財・サービス）

＜投資理由＞
▪ �地政学リスクの高まりを背景に、防衛・安全保障分野への投
資が継続的に拡大

▪ �同社は通信・電子戦・宇宙領域などに不可欠な防衛用の電
子・情報システムの主要プレイヤーであり、構造的な需要拡
大を見込む

＜投資理由＞
▪ �同社は、センサーや赤外線、地上監視システムなど幅広い製
品ラインナップとともに、その高い技術力も強み

▪ �ドイツの防衛予算が大幅に拡大するなか、同社の受注残高
も急拡大しており、今後複数年間の収益見通しは良好
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機動的なポートフォリオ・マネジメント

当ファンドのマザーファンドの組入上位10銘柄推移（四半期ベース）**

過去の実績や分析は将来の成果等を示唆・保証するものではありません。記載の個別の銘柄・企業については、あくまで説明のための例示であり、いかなる個別銘柄の売買等も推奨するものではありません。また組入れを示唆・保証するもの
ではありません。
マザーファンドは「アライアンス・バーンスタイン・世界高成長株投信マザーファンド」。
* ファンドの純資産総額に対する一定期間の売買金額の比率で、ファンドが一定期間でどのくらい積極的に銘柄を売買しているかを示す指標。** 期間：2025年6月末－2026年3月末。
出所：AB

1 エヌビディア

2 ブロードコム

3 台湾セミコンダクター

4 メタ・プラットフォームズ

5 アマゾン・ドット・コム

6 イートン

7 バーティブ・ホールディングス

8 GEベルノバ

9 スノーフレーク

10 シーメンス・エナジー

1 エヌビディア

2 ブロードコム

3 テスラ

4 アルファベット

5 台湾セミコンダクター

6 メタ・プラットフォームズ

7 アリババグループ・ホールディング

8 アマゾン・ドット・コム

9 ソフトバンクグループ

10 ショッピファイ

1 エヌビディア

2 ブロードコム

3 台湾セミコンダクター

4 テスラ

5 アルファベット

6 ラムリサーチ

7 サムスン電子

8 アプライド・マテリアルズ

9 アマゾン・ドット・コム

10 パランティア・テクノロジーズ

1 エヌビディア

2 ブロードコム

3 台湾セミコンダクター

4 テスラ

5 キャタピラー

6 ネットフリックス

7 L3ハリス・テクノロジーズ

8 KLA

9 ラムリサーチ

10 アルファベット

機動性

（ご参考）売買回転率*
直近1年間（2025年4月ー2026年3月）

214%

2
■�イノベーションによる技術進歩が速くなり、企業の新陳代謝も多くなるなか、企業のファンダメンタ
ルズに対する見通しや、株式市場における評価（株価水準）も、変化が速くなる傾向があります。
■�そのような投資環境においては、銘柄の入れ替えや組入比率の調整を機動的に行うことが重要になる
と考えており、当戦略の運用では売買回転率が高くなる傾向があります。

は前四半期末の上位10銘柄に含まれていない銘柄

2025年9月末2025年6月末 2025年12月末 2026年3月末

機動的な売買の結果、上位10銘柄は短期間で約半数が入れ替わっています。
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オクロ（米国／公益事業）

▪ �小型原子炉など次世代原子力発電技
術の開発を進める原子力テクノロ
ジー企業。

▪ �原子炉の設計・運営に加え、核燃料
の再利用までを視野に入れた事業
モデル構築によって燃料調達や供
給面での柔軟性を有する。

過去の実績や分析は将来の成果等を示唆・保証するものではありません。予想は今後変更される可能性があります。記載の個別の銘柄・企業については、あくまで説明のための例示であり、いかなる個別銘柄の売買等も推奨するものではありま
せん。また組入れを示唆・保証するものではありません。
※画像はイメージです。
米国上場のETFはAB Disruptors ETF。株価は日次ベース、組入比率は月次ベース。
出所：企業ホームページ、ブルームバーグ、AB

組入比率は、当ファンドと同様の運用戦略を採用する米国上場のETFのものであり、当ファンドの実績ではありません。

機動的ポジション・マネジメントの参考事例
機動性

ルメンタム（米国／情報技術）

▪ �光通信やレーザーなどの光学技術
に強みを持つ。

▪ �通信インフラ向けの光学製品と産業
用レーザーなど幅広い分野を手掛け、
光学技術の進化を背景とした需要拡
大を取り込みやすい事業構造を有す
る。

株価と当戦略のETFにおける組入比率の推移
2025年4月末－2026年3月末

株価と当戦略のETFにおける組入比率の推移
2025年3月末－2025年12月末
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300
200
100

25/4 25/10 25/12 26/225/6 25/8 年/月
0

10%

4%
5%
6%
7%
8%
9%

3%
2%
1%
0%

組入比率（右軸）株価（左軸）

株価上昇を受けて
利益確定のため
一部売却

AIデータセンターの大規模化を
背景に同社の光通信への需要が
高まるとみて投資開始

株価上昇を受けて
利益確定のため
一部売却

250

200

米
ド
ル

150

100

50

25/3 25/5 25/7 25/9 25/11 年/月
0

5%

4%

3%

2%

1%

0%

組入比率（右軸）株価（左軸）

電力需要が急拡大するなか、
同社の革新的な

小型原子炉技術に注目して
投資開始

目標株価近辺で
全売却

2
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卓越した運用実績
運用実績

3

過去の実績や分析は将来の成果等を示唆・保証するものではありません。
* �期間：2024年10月21日（当ファンド設定日）－2026年3月31日、日次ベース、2024年10月21日を100として指数化。基準価額（課税前分配金再投資）をもとに算出。基準価額は、運用管理費用（信託報酬）控除後のものです。基準価額（課税前分配
金再投資）は、課税前分配金を決算日の基準価額で全額再投資したと仮定した場合のパフォーマンスを示しています。税金、手数料等は考慮しておりませんので、投資家の皆様の実際の投資成果を示すものではありません。世界成長株式は、
MSCI オール・カントリー・ワールド指数グロース、世界株式はMSCI オール・カントリー・ワールド指数。いずれも配当込み、円換算ベース、当ファンドのベンチマークではありません。
** 2026年3月末時点。類似ファンドユニバースは、モーニングスターのカテゴリー「Japan Fund World Equity」に属する242ファンド（過去1年）、240ファンド（設定月末以降）が対象。
出所：ブルームバーグ、モーニングスター、AB

当ファンド（年2回決算型）の設定来リターン*

当ファンド（年2回決算型） 世界成長株式 世界株式

70

90

80

100

110

120

130

150

140

160

年/月25/1 25/4 25/7 25/10 26/1

139

120
123

24/10

国内投信の類似ファンドユニバースにおけるリターン・ランキング**

設定月末以降
（設定月：2024年10月）

4位／240ファンド

上位2%

過去1年

1位／242ファンド

上位1%

当ファンド（年2回決算型）

●�当ファンド（年2回決算型）は設定来で世界成長株式および世界株式を大きく上回るパフォーマンスを実現しています。
●類似ファンド比較でも、トップクラスの運用実績を有しています。
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過去の実績や分析は将来の成果等を示唆・保証するものではありません。記載の個別の銘柄については、あくまで説明のための例示であり、いかなる個別銘柄の売買等も推奨するものではありません。
* �期間：2023年3月22日（当戦略のETFの上場日）－2026年3月31日、日次ベース。2023年3月22日を100として指数化。当戦略のETFはAB Disruptors ETF。当戦略のETFのパフォーマンスは、分配金（課税前）再投資の1口当たり純資産価格を用いて
計算しています。1口当たり純資産価格は運用報酬等費用控除後のものです。分配金（課税前）再投資の1口当たり純資産価格とは、課税前分配金を決算日の1口当たり純資産価格で全額再投資したと仮定した場合のパフォーマンスです。税金、
手数料等を考慮しておりませんので、投資家の皆様の実際の投資成果を示すものではありません。世界成長株式は、MSCI オール・カントリー・ワールド指数グロース、世界株式はMSCI オール・カントリー・ワールド指数。いずれも配当込み。
米ドルベース。
** 2026年3月末時点。類似ファンドユニバースは、モーニングスターのカテゴリー 「US Fund Global Large-Stock Growth」に属する296ファンド（過去1年）、294ファンド（過去3年）を対象にABが算出。
出所：ブルームバーグ、モーニングスター、AB

●�2023年3月にニューヨーク証券取引所に上場した当戦略のETFも、上場来約3年にわたり卓越した運用実績を実現してきました。
●�類似ファンドユニバースにおいても、トップクラスのパフォーマンスとなっています。

当戦略のETFは、当ファンドと同様の運用戦略を採用する米国上場のETFであり、当ファンドの実績ではありません。

当戦略のETFの運用実績（上場来／米ドルベース）*

当戦略のETF 世界成長株式 世界株式

80

100

120

140

160

200

220

240

180

260

年/月

217

172
167

23/3 23/9 24/3 24/9 25/3 25/9 26/3

類似ファンドユニバース　リターンランキング**

1位／296ファンド 1位／294ファンド

上位1% 上位1%

当戦略のETF

過去3年過去1年

（ご参考：当戦略のETF）過去3年でもトップクラスの運用実績
運用実績

3
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マザーファンドのポートフォリオ状況（2026年3月末時点）

セクター別配分

ポートフォリオ特性

公益事業 0.7%
不動産 0.8%

情報技術
40.0%

資本財・サービス 28.3%ヘルスケア 8.8%

コミュニケーション・
サービス 6.0%

一般消費財・
サービス 4.0%

現金等 5.0%生活必需品 1.1%
素材 2.0%

エネルギー 3.3%

国別配分

規模別配分 銘柄集中度（上位10銘柄比率）

米国 69.4%

日本 5.3%

台湾 2.5%

現金等 5.0%

カナダ 2.2%

オランダ 1.2%
ドイツ 1.7%

スウェーデン 1.8%

韓国 2.7%

中国 2.5%

イギリス 2.1%

その他 3.6%

超大型
（1,000億米ドル超）

中小型
（100億米ドル以下）

大型
（100億米ドル超
1,000億米ドル以下）

45.4%

68.2%

49.7%

29.0%

4.8% 2.8%

※括弧内は時価総額を示す。

■マザーファンド　■世界成長株式*

マザーファンド 世界成長株式*

18%

44%

通貨別配分

米ドル 77.8%
日本円 5.5%

スウェーデン・
クローナ 1.9%

人民元 1.6%

ユーロ 3.2%

英ポンド 2.2%

韓国ウォン 2.9%
台湾ドル 2.6%

香港ドル 1.1%
スイスフラン 0.7%
ノルウェー・クローネ
0.5%

過去の実績や分析は将来の成果等を示唆・保証するものではありません。予想は今後変更される可能性があります。
マザーファンドは「アライアンス・バーンスタイン・世界高成長株マザーファンド」。セクター別配分、国別配分は対純資産総額の比率です。通貨別配分、規模別配分については、組入株式評価額合計を100％として算出しています。セクター別
配分は、MSCI/S&PのGlobal Industry Classification Standard（GICS）の分類で区分しています。小数点第2位を四捨五入していますので、表示されている数値の合計が100％にならない場合があります。
* 世界成長株式は、MSCI オール・カントリー・ワールド指数グロース。　** 前年比。
出所：ファクトセット、AB

マザー
ファンド

世界成長
株式*

EPS（1株当たり利益）成長率
（2027年予想）** +26.4% +21.6%

予想ROE（株主資本利益率）
（今後12カ月） 26.0% 30.8%

予想PER（株価収益率）
（2027年予想利益ベース） 22.6倍 18.9倍

PBR（株価純資産倍率） 6.9倍 6.7倍
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銘柄数：114銘柄

銘柄名 セクター 国 概要 組入比率

1 エヌビディア 情報技術 米国 世界最大手の半導体メーカー。生成AIをはじめ、ゲームやデータセンター向け
のGPU（グラフィックス・プロセッシング・ユニット）を設計。 3.5%

2 ブロードコム 情報技術 米国 通信用途の半導体における世界最大手。クラウドサービスや5G、ブロードバ
ンドなどの幅広い分野で製品を提供。 2.7%

3 台湾セミコンダクター 情報技術 台湾 世界最大の半導体ファウンドリ（製造専門）企業。多くの半導体企業からの製
造を請け負う。 2.5%

4 テスラ 一般消費財・
サービス 米国 電気自動車（EV）とエネルギー・ソリューションのリーダー企業。自動運転ソ

フトウエアの自社開発で使用するAIサーバーの活用拡大が見込まれる。 1.5%

5 キャタピラー 資本財・サービス 米国 重機メーカー。建設・鉱山機械を中核にオフロード用のディーゼルエンジンおよび天然ガス
エンジン、産業用ガスタービンなど、インフラ・資源関連分野向けに幅広い製品を展開。 1.5%

6 ネットフリックス コミュニケーション・
サービス 米国 インターネットメディア・サービス会社。サブスクリプション（定額課金）型で、

オリジナルシリーズを含むテレビ番組や映画をネット配信する。 1.5%

7 L3ハリス・テクノロジーズ 資本財・サービス 米国 航空宇宙・防衛テクノロジー企業。宇宙、航空、海上、陸上、サイバー全域をつな
ぐ戦術通信、情報・監視・偵察システムを展開。 1.3%

8 KLA 情報技術 米国 半導体検査・測定装置の開発・製造企業。歩留まり管理システム、データ解析ソ
フトなど製造工程の効率化を支援する先端技術を提供。 1.3%

9 ラムリサーチ 情報技術 米国 半導体製造装置メーカー。半導体製造の各工程向け装置の開発を手掛ける。特
にエッチング（表面加工）装置において高い技術を持つ。 1.2%

10 アルファベット コミュニケーション・
サービス 米国 世界的に使用される検索サイトのほか、動画配信プラットフォーム、人工知能（AI）製品、

クラウドベースのコミュニケーションおよびコラボレーションツールなどを運営。 1.2%

過去の実績や分析は将来の成果等を示唆・保証するものではありません。上記の個別の銘柄・企業については、あくまで当ファンドの運用戦略の説明のための例示であり、いかなる個別銘柄の売買等も推奨するものではありません。また当
ファンドにおける組入れを示唆・保証するものではありません。
マザーファンドは「アライアンス・バーンスタイン・世界高成長株マザーファンド」。セクターは、MSCI/S&PのGlobal Industry Classification Standard（GICS）の分類で区分しています。組入比率は、対純資産総額の比率です。小数点第2位を
四捨五入しています。同一発行体で種類の異なる株式の比率は合算しています。
出所：AB

マザーファンドの組入上位10銘柄（2026年3月末時点）
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当ファンドの運用実績（2026年3月末時点）

基準価額（1万口当たり、分配金（課税前）再投資）の推移*および分配実績

基準価額 基準価額（分配金（課税前）再投資）

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

16,000

13,000

14,000

15,000

12,000

年/月

円

25/8 25/10 25/12 26/225/625/2 25/424/10 24/12

基準価額 基準価額（分配金（課税前）再投資）

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

16,000

13,000

14,000

15,000

12,000

年/月25/10 25/12 26/225/4 25/6 25/825/224/10 24/12

円

年2回決算型

1万口当たり、課税前

隔月決算・予想分配金提示型

1万口当たり、課税前、直近5期分

決算期 第1期
2025/3/21

第2期
2025/9/22

第3期
2026/3/23 ー ー 設定来累計

分配金（円） 0 25 25 50

決算期 第4期
2025/7/22

第5期
2025/9/22

第6期
2025/11/20

第7期
2026/1/20

第8期
2026/3/23 設定来累計

分配金（円） 200 300 300 300 300 1,500

過去の実績や分析は将来の成果等を示唆・保証するものではありません。
※毎月決算・予想分配金提示型コースの設定日は2026年6月22日であり、設定から間もないため表示していません。
基準価額は運用管理費用（信託報酬）控除後のものです。基準価額（分配金（課税前）再投資）とは、課税前分配金を決算日の基準価額で全額再投資したと仮定した場合のパフォーマンスです。税金、手数料等を考慮しておりませんので、投資
家の皆様の実際の投資成果を示すものではありません。運用状況によっては分配金額が変わる場合、あるいは分配金が支払われない場合があります。
* 期間：2024年10月21日（当ファンドの設定日）－2026年3月31日。日次ベース。
出所：AB
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ファンドの特色①� 資金動向、市況動向等によっては以下のような運用ができない場合があります。

マザーファンド*への投資を通じて、主として世界各国（日本および新興国を含みます。）の金融商品取引所に上場
されている株式に投資することにより、長期的な信託財産の成長を目指します。
* マザーファンドは、アライアンス・バーンスタイン・世界高成長株マザーファンドです。

1

4 実質的な組入外貨建資産については、為替ヘッジを行いません。

3 マザーファンドの運用は、アライアンス・バーンスタインのグループ会社に委託します。
■運用指図に関する権限委託：株式等の運用　※国内余剰資金の運用の指図に関する権限を除きます。
■委託先（投資顧問会社）：	 アライアンス・バーンスタイン・エル・ピー	 アライアンス・バーンスタイン・リミテッド
	� アライアンス・バーンスタイン・オーストラリア・リミテッド	 アライアンス・バーンスタイン・香港・リミテッド

5 ファミリーファンド方式で運用を行います。
ファミリーファンド方式とは、受益者の資金をまとめてベビーファンドとし、その資金の全部または一部をマザーファンドに投資することにより、実質的な
運用はマザーファンドにて行うという仕組みです。

投資

損益

投資

損益

投資

損益

投資

損益

申込金

解約金分配金 償還金

申込金

解約金分配金 償還金

申込金

解約金分配金 償還金

ファンドの仕組み

投資者
（受益者）

ベビーファンド

アライアンス・バーンスタイン・
世界高成長株投信（年2回決算型）

アライアンス・バーンスタイン・
世界高成長株投信（隔月決算・予想分配金提示型）

アライアンス・バーンスタイン・
世界高成長株投信（毎月決算・予想分配金提示型）

アライアンス・
バーンスタイン・

世界高成長株
マザーファンド

マザーファンド

主として
世界各国の

株式

2 トップダウンによるテーマ分析とボトム
アップによるファンダメンタル分析の
融合により、イノベーションが創出する
成長機会を発掘し、加速度的な利益成長
が期待される高成長企業への分散投資を
行います。 ※上記の内容は、今後変更することがあります。

運用のプロセス（2026年3月末現在）

独自の
投資ユニバース
（2,500銘柄程度）
◦�自然言語処理（NLP）を
活用し、独自の投資ユ
ニバースを抽出

組入候補銘柄
（200-250銘柄程度）
◦�ボトムアップによる
ファンダメンタル分析
により、高成長企業を
選定

投資テーマ
選定

◦�トップダウン・リサーチ
により、イノベーション
のS字カーブの急成長期
にある投資テーマを選定

ポートフォリオ
（80-100銘柄程度）
◦�バリュエーション評
価と売買規律に基づ
き、ポートフォリオを
構築
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基準価額に応じて支払われる分配金の水準を提示 基準価額の上昇に応じて、支払われる分配金が増加

あらかじめ目標となる分配金額が、基準価額の水準に応じて提示されているので、お客様にとってお受け取りいただく分配
金額が分かりやすい仕組みです。

基準価額の上昇に応じて、支払われる分配金額が増加
します。分配金水準をあらかじめ提示しているので、受取
額を見積ることができます。

<分配方針>
原則として、毎決算時（（隔月決算・予想分配金提示型）コースは毎年1月、3月、5月、7月、9月、11月の各20日。（毎月決算・予想
分配金提示型）コースは毎月20日（初回決算日：2026年7月21日）。いずれも休業日の場合は翌営業日）に以下の方針に基づき
分配します。
①計算期末の前営業日の基準価額に応じて、以下の金額の分配を目指します。
（隔月決算・予想分配金提示型） （毎月決算・予想分配金提示型）

基準価額と分配金のイメージ
（隔月決算・予想分配金提示型）の場合

②�分配対象額の範囲は、経費控除後の利子・配当等収益および売買益（評価益を含みます。）等の全額とします。
③�分配金額は、委託会社が基準価額水準、市場動向等を勘案して決定します。ただし、将来の収益分配金の支払いおよび金額
について保証するものではなく、分配対象額が少額の場合等には、収益分配を行わないこともあります。

※�上記はイメージ図であり、実際の分配金額や基準価額を示唆
するものではありません。

ファンドの特色②� 資金動向、市況動向等によっては以下のような運用ができない場合があります。

（年2回決算型） 年2回決算を行い（毎年3月20日および9月20日。休業日の場合は翌営業日）、分配方針に基づき分配します。
（隔月決算・予想分配金提示型） 年6回決算を行い（毎年1月、3月、5月、7月、9月、11月の各20日。休業日の場合は翌営業日）、分配方針に基づき分配します。
（毎月決算・予想分配金提示型） 毎月決算を行い（毎月20日。休業日の場合は翌営業日）、分配方針に基づき分配します。※初回決算日：2026年7月21日。

※毎計算期末の前営業日から当該計算期末までに基準価額が急激に変動した場合等、基準価額水準や市場動向等によっては、委託会社の判断で上記とは異なる分配金額となる場合や分配金が支払われない場合があります。
※基準価額に応じて、分配金額は変動します。基準価額が上記の一定水準に一度でも到達すれば、その水準に応じた分配を継続するというものではありません。
※分配金を支払うことにより基準価額は下落します。このため、基準価額に影響を与え、次期以降の分配金額は変動する場合があります。また、あらかじめ一定の分配金額を保証するものではありません。
※各コースの分配方針の詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。
収益分配金に関する留意事項については、18頁をご覧ください。

＜各コースの決算月＞
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

（年2回決算型）

（隔月決算・予想分配金提示型）

（毎月決算・予想分配金提示型）

毎計算期末の前営業日の基準価額 分配金額（1万口当たり、税引前）
11,000円未満 基準価額の水準等を勘案して決定
11,000円以上 12,000円未満 200円
12,000円以上 16,000円未満 300円
16,000円以上 20,000円未満 400円
20,000円以上 500円

毎計算期末の前営業日の基準価額 分配金額（1万口当たり、税引前）
11,000円未満 基準価額の水準を勘案して決定
11,000円以上 12,000円未満 200円
12,000円以上 13,000円未満 300円
13,000円以上 400円

Point2

円

200円 基準価額の
水準等を
勘案して決定

基準価額の
水準等を
勘案して決定

300円 400円

決算日 決算日

決算日

決算日

決算日

20,000

18,000

16,000

14,000

12,000

10,000
11,000

8,000

Point1

（隔月決算・予想分配金提示型）および（毎月決算・予想分配金提示型）コースは・・・「予想分配金提示型」というスタイルのファンドです。

分配方針の異なる3つのコースがあります。6

15



ABについて／当ファンドの留意事項

2025年12月末現在。
* アライアンス・バーンスタイン・ホールディング・エル・ピーのリミテッド・パートナーシップ持分がニューヨーク証券取引所に上場。　出所：AB

ABはESGの理解促進を目指し、
シンボルマークを作成しました

■�当ファンドは、マザーファンドを通じて主として株式などの値動きのある金融商品等に投資しますので、組み入れられた金融商品等の値動き（外貨建資産には為替変動リスクもあ
ります。）により基準価額は変動し、投資元本を割り込むことがあります。したがって、元金が保証されているものではありません。当ファンドの運用による損益は全て投資者に帰属
します。投資信託は預貯金と異なります。
■�投資信託は預貯金や保険契約にはあたりませんので、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護対象ではありません。
■�登録金融機関でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の対象とはなりません。
■�当資料は情報の提供を目的としてアライアンス・バーンスタイン株式会社が作成した販売用資料です。当資料は信頼できると判断した情報をもとに作成しておりますが、当社がそ
の正確性・完全性を保証するものではありません。また、当資料に掲載されている予測、見通し、見解のいずれも実現される保証はありません。当資料の内容は予告なしに変更するこ
とがあります。当資料で使用している指数等に係る著作権等の知的財産権、その他一切の権利は、当該指数等の開発元または公表元に帰属します。当資料に記載された意見・見通し
は作成時点での当社の判断を反映したものであり、将来の市場環境の変動や、当該意見・見通しの実現を保証するものではありません。
■�分配金は、預貯金の利息とは異なり、ファンドの純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額相当分、基準価額は下がります。分配金は計算期間中に発生した収益
を超えて支払われる場合があり、その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を
示すものではありません。また、投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合があります。ファンド購入後の
運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。
■�当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
■�当ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、
市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付け
が中止となる可能性、換金代金のお支払が遅延する可能性があります。
■�当ファンドの取得のお申込みに当たっては、販売会社において投資信託説明書（交付目論見書）をあらかじめまたは同時にお渡ししますので、必ずお受取りになり、記載事項をご確
認のうえ、投資の最終決定はご自身でご判断ください。

●�ABは米国を本拠とし、世界27の国・地域に拠点を有する世界有数の資産運用会社です。
●�ABの従業員は約4,450名で、そのうち407名のアナリストが在籍しており、業界屈指の
リサーチ陣容を備えています。
●�上場企業（ニューヨーク証券取引所）*としての信頼があり、豊富な経験と専門性で、
お客様の多様化するニーズに対応し、世界の機関投資家、富裕層、個人投資家に質の高い
運用サービスを提供しています。
●�日本においては、日本市場に最も早く進出した外資系資産運用会社の1つとして、約40
年の実績があります。

●�ABは、ESG（環境・社会・ガバナンス）の要素が運用リターンに影響を与える可能性があることを以前から認識しています。
●�ABのアナリストは、中長期的な投資成果向上を目的に企業の経営陣と定期的に対話を行い、資本政策から情報開示に至る
さまざまな問題について、企業の取り組みを評価・分析しています（エンゲージメント）。

ABの責任投資

ABのご紹介

1355053
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当ファンドの主なリスク

当ファンドは、マザーファンドを通じて主として株式などの値動きのある金融商品等に投資しますので、組み入れられた金融商
品等の値動き（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）により基準価額は変動し、投資元本を割り込むことがあります。した
がって、元金が保証されているものではありません。当ファンドの運用による損益は全て投資者に帰属します。投資信託は預貯金
と異なります。

※基準価額の変動要因は上記に限定されるものではありません。詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

基準価額の変動要因

経済・政治情勢や発行企業の業績等の影響で株価が変動し、損失を
被るリスクがあります。

株価変動リスク

実質的な組入外貨建資産については、為替ヘッジを行いませんので、
基準価額は為替相場の変動の影響を受けます。

為替変動リスク

投資対象金融商品等の発行体が経営不安や倒産等に陥った場合に
資金回収ができなくなるリスクや、それが予想される場合にその金
融商品等の価格下落で損失を被るリスクがあります。
また、金融商品等の取引相手方に債務不履行が生じた場合等には、
損失を被るリスクがあります。

信用リスク

発行国の政治・経済・社会情勢の変化で金融・証券市場が混乱し、
金融商品等の価格が大きく変動する可能性があります。

カントリー・リスク

当ファンドが投資対象とするマザーファンドを同じく投資対象と
する他のベビーファンドでの設定・解約等に伴うマザーファンドで
の組入金融商品等の売買等が生じた場合、当ファンドの基準価額に
影響を及ぼす場合があります。

他のベビーファンドの設定・解約等に伴う基準価額の変動リスク
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■�分配金は、預貯金の利息とは異なり、ファンド
の純資産から支払われますので、分配金が支
払われると、その金額相当分、基準価額は下が
ります。

■�分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控
除後の配当等収益および評価益を含む売買
益）を超えて支払われる場合があります。その
場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と
比べて下落することになります。また、分配金
の水準は、必ずしも計算期間におけるファンド
の収益率を示すものではありません。

※�左記はイメージであり、実際の分配金額や基準価額を示唆するものでは
ありませんのでご留意ください。

■�投資者のファンドの購入価額によっては、分配
金の一部または全部が、実質的には元本の
一部払戻しに相当する場合があります。
　�ファンド購入後の運用状況により、分配金額より
基準価額の値上がりが小さかった場合も同様
です。

普通分配金	 ：	個別元本（投資者のファンドの購入価額）を上回る部分からの分配金です。
元本払戻金（特別分配金）	：	個別元本を下回る部分からの分配金です。分配後の投資者の個別元本は、元本払戻金（特別分配金）の額だけ減少します。
（注）普通分配金に対する課税については、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

分配金の一部が元本の一部払戻しに相当する場合

計算期間中に発生した収益を超えて支払われる場合

分配金の全部が元本の一部払戻しに相当する場合

前期決算日から基準価額が下落した場合前期決算日から基準価額が上昇した場合

収益分配金に関する留意事項

（注）�分配対象額は、①経費控除後の配当等収益および②経費控除後の評価益を含む売買益ならびに③分配準備積立金および④収益調整金
です。分配金は、分配方針に基づき、分配対象額から支払われます。

ファンドで分配金が支払われるイメージ
分配金

ファンドの純資産

前期決算日

*分配対象額
500円

当期決算日
分配前

*50円を取崩し
当期決算日
分配後

*分配対象額
450円

分配金
100円

*50円

*450円
（③＋④）

*500円
（③＋④）

10,550円

10,500円

期中収益
（①＋②）
50円

10,450円

投資者の
購入価額

（当初個別元本）

分配金支払後
基準価額
個別元本

普通分配金

元本払戻金
（特別分配金）

*80円

前期決算日

*分配対象額500円

当期決算日
分配前

*80円を取崩し

当期決算日
分配後

*分配対象額420円

*420円（③＋④）

*500円
（③＋④）

10,400円
10,500円

配当等収益
①20円

10,300円

分配金
100円

投資者の
購入価額

（当初個別元本）

分配金支払後
基準価額
個別元本

元本払戻金
（特別分配金）

※�元本払戻金（特別分配
金）は実質的に元本の
一部払戻しとみなさ
れ、その金額だけ個別
元本が減少します。ま
た、元本払戻金（特別
分配金）部分は非課税
扱いとなります。
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お申込みメモ お客様にご負担いただく費用

お客様には下記の費用の合計額をご負担いただきます。なお、下記の費用は、お客様が当ファンドを
保有される期間等に応じて異なるものが含まれているため、合計額を表示することができません。

ファンドの主な関係法人
●委託会社（ファンドの運用の指図を行う者）
	 アライアンス・バーンスタイン株式会社　www.alliancebernstein.co.jp
●投資顧問会社（マザーファンドの運用の委託先）
	 アライアンス・バーンスタイン・エル・ピー
	 アライアンス・バーンスタイン・リミテッド
	 アライアンス・バーンスタイン・オーストラリア・リミテッド
	 アライアンス・バーンスタイン・香港・リミテッド
●受託会社（ファンドの財産の保管及び管理を行う者）
	 野村信託銀行株式会社

（年2回決算型）／（隔月決算・予想分配金提示型）2045年9月20日まで（信託設定日：2024年10月21日）
（毎月決算・予想分配金提示型）2045年9月20日まで（信託設定日：2026年6月22日）

信託期間

（年2回決算型）
原則、3月20日および9月20日（休業日の場合は翌営業日）に、収益分配方針に基づいて分配を行います。
（隔月決算・予想分配金提示型）
原則、1月、3月、5月、7月、9月、11月の各20日（休業日の場合は翌営業日）に、収益分配方針に基づいて
分配を行います。
（毎月決算・予想分配金提示型）
原則、毎月20日（休業日の場合は翌営業日）に、収益分配方針に基づいて分配を行います。（初回決算日：
2026年7月21日）
※「自動けいぞく投資コース」の場合、収益分配金は税引後再投資されます。

決算および分配

スイッチングに関する詳細は、販売会社にお問い合わせください。

スイッチング

個人の場合、原則として、分配時の普通分配金ならびに換金時（スイッチングによる換金を含みま
す。）および償還時の譲渡益に対して課税されます。課税上は、株式投資信託として取り扱われます。
公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合にNISA（少額投資非課税制度）の適用対象と
なります。当ファンドは（年2回決算型）および（隔月決算・予想分配金提示型）は、NISAの「成長投資枠
（特定非課税管理勘定）」の対象ですが、販売会社により取扱いが異なる場合があります。（毎月決算・
予想分配金提示型）は、NISAの対象ではありません。配当控除および益金不算入制度の適用はありま
せん。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。税法が改正された場合等には、内容が変更になる
場合があります。

課税関係

ウエルスアドバイザーアワードについて
ウエルスアドバイザーアワード2025「“NISA 成長投資枠”ＷＡ優秀ファンド賞」 は過去の情報に基
づくものであり、将来のパフォーマンスを保証するものではありません。また、ウエルスアドバイ
ザーが信頼できると判断したデータにより評価しましたが、その正確性、完全性等について保証す
るものではありません。著作権等の知的所有権その他一切の権利はウエルスアドバイザー株式会
社に帰属し、許可なく複製、転載、引用することを禁じます。当賞は国内公募追加型株式投資信託の
うち、2025年12月30日における『NISA成長投資枠登録のアクティブファンド』を選考対象として
独自の分析に基づき、各部門別に総合的に優秀であるとウエルスアドバイザーが判断したもので
す。国際株式型 部門は、選考対象ファンドのうち、同年12月末において当該部門に属するファンド
611本の中から選考されました。
※ウエルスアドバイザー株式会社（旧モーニングスター株式会社）
1998年3月27日の設立以来、約25年にわたり、国内の投資信託を中心とした金融商品評価事業を
行ってまいりました。2023年3月30日付で米国Morningstar,Inc.へブランドを返還し、以降、引き続
き中立・客観的な立場で、投信評価事業をウエルスアドバイザー株式会社で行っております。

ニューヨーク証券取引所の休業日には、購入および換金のお申込みはできません。

申込締切時間 原則、購入・換金のお申込みにかかる、販売会社所定の事務手続きが午後3時30分ま
でに完了したものを当日の申込受付分とします。なお、販売会社によっては対応が
異なる場合がありますので、詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

購 入 単 位 販売会社が定める単位とします。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

購 入 価 額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額とします。

購 入 代 金 販売会社が定める期日までにお支払いください。

換 金 単 位 販売会社が定める単位とします。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

換 金 価 額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額とします。

換 金 代 金 原則、換金申込受付日から起算して5営業日目からお支払いします。

換 金 制 限 信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口の換金のお申込みには制限を設ける
場合があります。

購入および換金

運用管理費用
（ 信 託 報 酬 ）

純資産総額に対して年1.6797%（税抜年1.527%）の率を乗じて得た額とします。
※マザーファンドの投資顧問会社の報酬は、委託会社の受取る報酬の中から支払われます。
※�ファンドの信託報酬は、日々計上され、ファンドの基準価額に反映されます。なお、毎計算
期末または信託終了のときに、信託財産中から支払われます。

その他の費用・
手 数 料

●�金融商品等の売買委託手数料／外貨建資産の保管等に要する費用／信託財産に
関する租税／信託事務の処理に要する諸費用等

※�お客様の保有期間中その都度かかります。なお、これらの費用は運用状況等により変動す
るため、事前に料率・上限額等を表示できません。
●�監査費用／法定書類関係費用／計理業務関係費用／受益権の管理事務に係る
費用等

※�純資産総額に対して年0.1％(税込）の率を上限として、信託財産より間接的にご負担いただ
く場合があります（これらに該当する業務を委託する場合は、その委託費用を含みます。）。
かかる諸費用は、日々計上され、ファンドの基準価額に反映されます。なお、毎計算期末ま
たは信託終了のときに、信託財産中から委託会社に対して支払われます。

信託財産で間接的にご負担いただく費用

購入時手数料 購入価額と購入口数を乗じて得た金額に、販売会社が別に定める購入時手数料率
（3.3％（税抜3.0％）を上限とします。）を乗じて得た額とします。

信託財産留保額 ありません。

直接的にご負担いただく費用
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